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平成２３年度文部科学省予算（案）のポイント

増△減率

文部科学省予算 5兆5,926億円 5兆5,428億円 △498億円 △0.9%

区分
平成22年度
予算額

平成23年度
予算額(案)

対前年度
増△減額

※補正予算等を含めると、対前年度1,539億円(2.8%)増の5兆7,465億円を確保

○人（ヒューマン）・知恵（ソフト）を育成し、国民の未来に対する希望につながる施策
に重点化し、我が国の成長の原動力である「強い人材」を実現

○そのため、
・３５人以下学級については、小学校１年生について実現
・大学の教育・研究の基盤となる大学関係主要経費の拡充
・科学研究費補助金の基金化による複数年度使用を実現するとともに、創設以来最大の

増額を確保
などの施策に重点化し、厳しい財政状況下においても、平成23年度文部科学省予算（案）
については、5兆5,428億円を確保

○特に、上記施策を含めた「元気な日本復活特別枠」で要望した10項目については、国民
から寄せられた多数の意見を反映し、補正予算等とあわせ、要望総額の９割を超える予
算額を確保
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平成２３年度科学技術予算（案）のポイント

増△減率

科学技術予算 1兆344億円 1兆683億円 339億円 3.30%

区分
平成22年度

予算額
平成23年度
予算額(案)

対前年度
増△減額

※補正予算を含めると、対前年度701億円(6.8%)増の1兆1,045億円を確保

○根岸・鈴木両先生のノーベル賞受賞や｢はやぶさ｣の帰還が示すように、資源に乏しい我
が国にとって、科学技術と人材こそが｢元気な日本｣復活の鍵であり、まさに「成長を支
えるプラットフォーム」

○この考えに基づき、23年度の科学技術予算については、第４期科学技術基本計画の初年
度として、１兆683億円と対前年度339億円(3.3％)の大幅増を達成

○具体的には、新成長戦略に掲げられた｢知恵｣と｢人材｣のあふれる国の実現に向け、特に
未来をつくる基礎研究や若手研究者等への支援を強化するとともに、ライフ・グリーン
の２大イノベーションや国家的な最先端プロジェクトを強力に推進するなど、将来にわ
たって世界のリーダーとなるための施策に重点化

○その際、基金化による研究費の効率的使用、研究マネジメント人材の配置による研究者
の負担軽減、民間資金の活用による成果の実用化促進などのシステム改革をあわせて実
施し、政策効果を拡大
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平成２３年度高等教育予算（案）のポイント
○ 「強い人材」実現のためには、知的創造性の育成の中核的機関である大学を核とした成長サイクルの形成が喫緊の課題
○ また、学生が安心して学び活躍できる環境づくりが必要
○ そのため、平成23年度高等教育予算においては、

・成長の土台となる大学の基盤経費、科学研究費補助金など大学関係主要経費については、平成17年度以来６年ぶりの増額
・民主党マニフェストを踏まえ、学生の奨学金の貸与人員・授業料減免等の拡大による教育費負担の軽減と、経済的支援を
受ける学生のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動等を奨励する仕組みの構築を通じた「新しい公共｣の担い手育成

・「新成長戦略」における２１の国家戦略プロジェクトに対応したリーディング大学院の形成やグローバル人材育成のため
の教育施策の推進

など、政策コンテストのパブリックコメントにおける国民からの高い支持を反映し、大学が社会から期待される役割・機能
を果たすとともに、意欲ある学生が安心して学ぶことができる環境を実現する施策に重点化

大学関係主要経費の推移

知的創造性育成の中核機関である大学の教育・研究の基盤となる大学関係主要経費については、平成１７年度以来６年ぶりに拡充

※大学関係主要経費：国立大学法人運営費交付金、国立大学教育研究特別整備、私立大学等経常費、国公私支援、科学研究費補助金の総計 3



◆科学研究費補助金の抜本的拡充(2,000億円→2,633億円(31.7％増))
○菅総理大臣の強いｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞにより、昭和40年の制度創設以来、約半世紀に及
ぶ歴史の中で最大の633億円の増額を実現＜新規採択件数約2万件→約2.5万件＞

○特に若手研究者のﾁｬﾚﾝｼﾞを支援するﾒﾆｭｰ等について､研究現場の声の後押し
を受け､基金化による研究費の複数年度使用を実現
＜予算総額の約3割を基金化、新規採択の約8割が対象＞

未来をつくる基礎研究への支援の充実 政策コンテスト 39,460件 4位

◆iPS細胞等を活用した再生医療の実現、次世代がん医療の確立、精神・神経疾患
の克服など、課題を明確にしてﾗｲﾌｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを推進
・再生医療の実現化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(国家基幹研究開発推進事業) 38億円(14億円増)
・次世代がん研究戦略推進プロジェクト36億円(新規) 等

◆我が国の成長の鍵を握るｸﾞﾘｰﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝについて、大学等のﾈｯﾄﾜｰｸを構築する
など、知の集約によって国際競争力を一層強化
・大学発グリーンイノベーション創出事業20億円(新規)
・戦略的創造研究推進事業(先端的低炭素化技術開発) 42億円(17億円増) 等

ﾗｲﾌ及びｸﾞﾘｰﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの集中投資 政策コンテスト 17,693件 6位

新成長戦略等を踏まえ、66億円(9.2％)増(712億円→778億円)

研究に携わる皆様へ①
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◆次世代スパコン｢京｣を中核としたHPCIや、SPring-8、J-PARC、XFEL等の整備・
運用経費を確保し、世界最先端の研究インフラを提供

(例えば、HPCIでは補正含め397億円(170億円増))

◆地域の主体的な取組を関係府省と共同で支援するｼｽﾃﾑや、民間ﾘｿｰｽの活用を図
りつつ大学が有する成果の実用化や知財の戦略的活用を目指すｼｽﾃﾑなど、ｲﾉﾍﾞ
ｰｼｮﾝ志向の新たな研究開発ｼｽﾃﾑを構築
・地域イノベーション戦略支援プログラム111億円(新規)
・事業化ﾌｧｽﾄﾄﾗｯｸ･ｼｽﾃﾑ及び知財活用促進ﾊｲｳｪｲ94億円(26億円増) 等

最先端の研究インフラや新たなイノベーション・システムの整備

◆国民に夢や感動を与えた｢はやぶさ｣後継機の開発に着手(30億円)するなど、最
先端プロジェクトを推進するとともに、人材育成を含めた各国ニーズに対応し、
インフラ輸出を推進
・[宇宙]防災や地図作成、水資源管理等の衛星観測データ利用を含めた技術体
系の提供

・[原子力]原子力発電に不可欠な核不拡散・核セキュリティ技術等の提供等
◆海洋資源の確保に向けた探査システムの構築に着手(補正含め28億円)

国家的な最先端プロジェクトの推進とインフラ輸出への貢献

政策コンテスト 14,107件 7位

研究に携わる皆様へ②
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◆科学研究費補助金の抜本的拡充(2,000億円→2,633億円(31.7％増))
○菅総理大臣の強いイニシアティブにより、昭和40年の制度創設以来、約半世
紀に及ぶ歴史の中で最大となる633億円の増額を実現

○これにより、新規採択件数を大幅に増やすことが可能となり、多様な学術研
究を幅広く支援＜新規採択件数約２万件→約2.5万件＞

○特に若手研究者のチャレンジを支援するメニュー等について、研究現場の声
の後押しを受け、基金化による研究費の複数年度使用を実現＜予算総額の約
３割を基金化、新規採択の約８割が対象＞

（通常国会に(独)日本学術振興会法改正案を提出）
【基金化のメリット】

・年度をまたいだ機器購入や海外でのフィールド調査など、柔軟な研究遂行が可能となる
・当初の予想を超える研究の進展があった場合にも、計画を前倒しすることができ、厳し

い国際競争の中で世界に先駆けた成果の創出が期待される
・繰り越し手続きなしに研究費の次年度使用が可能となり、研究者は研究に専念できると

ともに、ムダな「予算の使い切り」がなくなる

未来をつくる基礎研究や若手研究者への支援の充実①

政策コンテスト 39,460件 4位

未来を担う政権として、若手研究者の支援に重点化し、310億円(42.9％)の増
を実現(724億円→1,034億円)

若手研究者の皆様へ①
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◆若手研究者が研究に打ち込める環境を多様な手だてで整備
○優秀な博士課程修了者等が経済的不安なく科学の道を選べるように、生活費
相当額を支援
・特別研究員事業(ＰＤ) 60億円(14億円増)＜採用者数1,052名→1,385名＞

○若手研究者が自立的環境で研究に打ち込める新たなキャリアパスを拡大
・テニュアトラック普及・定着事業81億円(新規)

＜新たに135名程度に研究費１千万円を支給等＞
○リサーチ・アドミニストレーターの育成・確保に取り組み、本来業務の研究
に専念できるよう若手研究者を支援(３億円(新規))

◆「内向き思考」から「外向き思考」への転換支援
○海外で長期間(２年間)研究に専念できる機会を拡充
・海外特別研究員事業19億円(３億円増)＜新規採用者数138名→228名＞

○国内機関との所属関係を保ったまま、安心して海外に武者修行に行ける機会
を提供
・頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外派遣事業18億円(新規)

＜派遣見込者数200名程度＞

未来をつくる基礎研究や若手研究者への支援の充実②

若手研究者の皆様へ②
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◆国立大学法人化以降の基盤的経費の削減に歯止め
○国立大学法人運営費交付金1兆1,528億円(△58億円)
◇「新成長戦略」の実現に資する新たな教育研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの推進65億円(新規)
◇授業料減免の拡大
学部・修士2千人増(約3.4万人( 6.3%)→約3.6万人( 7.3%))
博士3千人増(約0.3万人( 6.3%)→約0.6万人( 12.5%))

◇国立大学附属病院の教育研究の充実強化100億円(新規)
○国立大学教育研究特別整備費の創設58億円(新規)
※大学における機能別分化・連携の推進、教育の質保証など、大学改革を推進

◆国公私立大学を通じた大学教育改革支援の充実等496億円
◇博士課程教育リーディングプログラム:17件39億円(新規)
◇大学の世界展開力強化事業22億円(新規)
｢キャンパス･アジア｣中核拠点支援:16件
米国大学等との協働教育創成支援:10件

大学関係主要経費の拡充① 政策コンテスト 71,747件 1位

知的創造性育成の中核機関である大学の教育・研究の基盤となる経費を6年ぶ
りに拡充(1兆7,923億円531億円増）

大学関係者の皆様へ①
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◆私立大学等経常費補助の充実3,209億円
◇一般補助のウェイト拡大H22:約66%→H23:約88% ※平成3年度以来20年ぶりの
高い比率

◇授業料減免の拡大4千人増(約2.9万人(約1.4%)→約3.3万人(約1.6%))
※学校法人への寄附の税額控除制度を創設し、税制面においても充実

◆科学研究費補助金の抜本的拡充2,633億円(633億円増)
◇研究現場の声を踏まえた菅総理大臣の強いイニシアティブにより、基金化に
よる研究費の複数年度使用を実現するとともに、創設以来最大の増額を確保

＜予算総額の約３割を基金化、新規採択の約８割が対象＞

大学関係主要経費の拡充②

◆日本人学生を海外へ派遣するとともに、アジア・アメリカ等の外国人学生
受入れ、国際社会で広く活躍できる人材を養成
・学生の双方向交流の推進(3ヶ月未満の派遣･受入れ各7,000人) 22億円(新規)

高い国際感覚を備えた人材の要請 政策コンテスト 71,747件 1位

◆喫緊の課題である施設の耐震化やエコ化などを推進
・国立大学法人等施設の整備 437億円＜H22補正予算等を含め529億円＞

〔他に財政融資資金423億円(35億円増)〕

国立大学施設の整備 政策コンテスト 32,389件 5位

大学関係者の皆様へ②
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大学・大学共同利用機関等における
独創的・先端的基礎研究の推進

平成２２年度当初予算額111,116百万円
平成２２年度補正予算額009,868百万円

平成２３年度予算案 109,178百万円

※運営費交付金中の推計額を含む
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競争的資金制度の見直しについて
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科学研究費補助金の拡充と制度改革 平成２３年度予算案2,633億円
平成２２年度予算額2,000億円
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科学技術振興調整費の改革について
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４．第４期科学技術基本計画の理念
（１）目指すべき国の姿
①将来にわたり持続的な成長を遂げる国
②豊かで質の高い国民生活を実現する国
③国家存立の基盤となる科学技術を保持する国
④地球規模の問題解決に先導的に取り組む国
⑤「知」の資産を創出し続け、科学技術を文化と
して育む国

２．科学技術基本計画の位置付け
今後５年間の国家戦略として、新成長戦略を幅広い観点

から捉えて深化、具体化し、他の重要政策との一層の連携
を図りつつ、我が国の科学技術政策を総合的かつ体系的に
推進するための基本方針

１．激動する世界と日本の危機
世界は今、我が国を含め、政治、社会、経済的に激動

の中にあり、科学技術に求められる役割も大きく変化
＜世界の変化＞
・ 地球規模問題の顕在化、資源、エネルギーの獲得

競争激化
・ 新興国の経済的台頭、経済のグローバル化の進展
・ イノベーションシステムの変化、頭脳循環の進展

＜日本の危機＞
・ 少子高齢化と人口減少の進展、社会的、経済的活

力の減退
・ 産業競争力の長期低落傾向

（２）今後の科学技術政策の基本方針
①「科学技術イノベーション政策」の一体的展開
②「人材とそれを支える組織の役割」の一層の重
視

③「社会とともに創り進める政策」の実現

科学技術に関する基本政策について（答申概要）①

１．基本方針
制約の克服と新たな成長産業の創成にむけて、環境・エネルギーと医

療・介護・健康を対象とする科学技術イノベーションを戦略的に推進

２．グリーンイノベーションの推進
ⅰ)エネルギー供給の低炭素化、ⅱ)エネルギー利用の高効率化・スマート化、
ⅲ)社会インフラのグリーン化

３．ライフイノベーションの推進
ⅰ）革新的な予防法の開発、ⅱ）新しい早期診断法の開発、ⅲ）安全で有効性

の高い治療の実現、ⅳ）高齢者、障害者、患者の生活の質（ＱＯＬ）の向上

４．科学技術イノベーションの推進に向けたシステム改革
（１）科学技術イノベーションの戦略的な推進体制の強化
①「科学技術イノベーション戦略協議会（仮称）」の創設、②産学官の「知」
のネットワーク強化、

③産学官協働のための「場」の構築（オープイノベーション拠点の形成等）
（２）科学技術イノベーションに関する新たなシステムの構築
①事業化支援の強化に向けた環境整備
②イノベーションの促進に向けた規制・制度の活用、
③地域イノベーションシステムの構築
④知的財産戦略及び国際標準化戦略の推進

１．基本方針
制約の克服と新たな成長産業の創成にむけて、環境・エネルギーと医

療・介護・健康を対象とする科学技術イノベーションを戦略的に推進

２．グリーンイノベーションの推進
ⅰ)エネルギー供給の低炭素化、ⅱ)エネルギー利用の高効率化・スマート化、
ⅲ)社会インフラのグリーン化

３．ライフイノベーションの推進
ⅰ）革新的な予防法の開発、ⅱ）新しい早期診断法の開発、ⅲ）安全で有効性

の高い治療の実現、ⅳ）高齢者、障害者、患者の生活の質（ＱＯＬ）の向上

４．科学技術イノベーションの推進に向けたシステム改革
（１）科学技術イノベーションの戦略的な推進体制の強化
①「科学技術イノベーション戦略協議会（仮称）」の創設、②産学官の「知」
のネットワーク強化、

③産学官協働のための「場」の構築（オープイノベーション拠点の形成等）
（２）科学技術イノベーションに関する新たなシステムの構築
①事業化支援の強化に向けた環境整備
②イノベーションの促進に向けた規制・制度の活用、
③地域イノベーションシステムの構築
④知的財産戦略及び国際標準化戦略の推進

１．基本方針
国として取り組むべき重要課題を設定し、その達成に向けた施策を重点的に推

進

２．重要課題達成のための施策の推進
（１）豊かで質の高い国民生活の実現
（２）我が国の産業競争力の強化
（３）地球規模の問題解決への貢献
（４）国家存立の基盤の保持
（５）科学技術の共通基盤の充実、強化

３．重要課題の達成に向けたシステム改革
（Ⅱ．４．で掲げた推進方策に基づく取組を推進）

４．世界と一体化した国際活動の戦略的展開
（１）アジア共通の問題解決に向けた研究開発の推進（東アジア・サイエンス＆
イノベーション・エリア構想等）

（２）科学技術外交の新たな展開
①我が国の強みを活かした国際活動の展開
②先端科学技術に関する国際活動の推進
③地球規模問題に関する開発途上国との協調及び協力の推進
④科学技術の国際活動を展開するための基盤の強化

１．基本方針
国として取り組むべき重要課題を設定し、その達成に向けた施策を重点的に推

進

２．重要課題達成のための施策の推進
（１）豊かで質の高い国民生活の実現
（２）我が国の産業競争力の強化
（３）地球規模の問題解決への貢献
（４）国家存立の基盤の保持
（５）科学技術の共通基盤の充実、強化

３．重要課題の達成に向けたシステム改革
（Ⅱ．４．で掲げた推進方策に基づく取組を推進）

４．世界と一体化した国際活動の戦略的展開
（１）アジア共通の問題解決に向けた研究開発の推進（東アジア・サイエンス＆
イノベーション・エリア構想等）

（２）科学技術外交の新たな展開
①我が国の強みを活かした国際活動の展開
②先端科学技術に関する国際活動の推進
③地球規模問題に関する開発途上国との協調及び協力の推進
④科学技術の国際活動を展開するための基盤の強化

Ⅱ．成長の柱としての２大イノベーションの推進ⅡⅡ．成長の柱としての２大イノベーションの推進．成長の柱としての２大イノベーションの推進 Ⅲ．我が国が直面する重要課題への対応ⅢⅢ．我が国が直面する重要課題への対応．我が国が直面する重要課題への対応

Ⅰ．基本認識ⅠⅠ．基本認識．基本認識

３．第３期科学技術基本計画の実績及び課題
第１期基本計画以降、研究開発投資の増加や科学技術シ

ステム改革等で数多くの成果があがる一方、課題も顕在化
・ 個々の成果が社会的課題の達成に必ずしも結びつい

ていない
・ 論文の占有率の低下、論文被引用度の国際的順位も

低水準
・ 政府投資は増加傾向にあるものの、近年伸び悩み
・ 大学の若手ポスト減少、施設・設備の維持管理に支

障
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科学技術に関する基本政策について（答申概要）②

15

１．基本方針
重要課題対応とともに「車の両輪」として、基礎研究及び人材育成を推進する

ための取組を強化

２．基礎研究の抜本的強化
（１）独創的で多様な基礎研究の強化（科学研究費補助金の一層の拡充等）
（２）世界トップレベルの基礎研究の強化（研究重点型大学群の形成、世界トッ
プレベルの拠点形成等）

３．科学技術を担う人材の育成
（１）多様な場で活躍できる人材の育成
①大学院教育の抜本的強化（産学間対話の場の創設、大学院教育振興施策要綱
の策定等）、

②博士課程における進学支援及びキャリアパスの多様化、③技術者の養成及び
能力開発

１．基本方針
重要課題対応とともに「車の両輪」として、基礎研究及び人材育成を推進する

ための取組を強化

２．基礎研究の抜本的強化
（１）独創的で多様な基礎研究の強化（科学研究費補助金の一層の拡充等）
（２）世界トップレベルの基礎研究の強化（研究重点型大学群の形成、世界トッ
プレベルの拠点形成等）

３．科学技術を担う人材の育成
（１）多様な場で活躍できる人材の育成
①大学院教育の抜本的強化（産学間対話の場の創設、大学院教育振興施策要綱
の策定等）、

②博士課程における進学支援及びキャリアパスの多様化、③技術者の養成及び
能力開発

１．基本方針
「社会及び公共のための政策」の実現に向け、国民の理解と支持と信頼を得る

ための取組を展開

２．社会と科学技術イノベーションとの関係深化
（１）国民の視点に基づく科学技術イノベーション政策の推進
①政策の企画立案及び推進への国民参画の促進
②倫理的・法的・社会的課題への対応、
③社会と科学技術イノベーション政策をつなぐ人材の養成及び確保

（２）科学技術コミュニケーション活動の推進

３．実効性のある科学技術イノベーション政策の推進
（１）政策の企画立案及び推進機能の強化
（科学技術イノベーション戦略本部（仮称）等）

１．基本方針
「社会及び公共のための政策」の実現に向け、国民の理解と支持と信頼を得る

ための取組を展開

２．社会と科学技術イノベーションとの関係深化
（１）国民の視点に基づく科学技術イノベーション政策の推進
①政策の企画立案及び推進への国民参画の促進
②倫理的・法的・社会的課題への対応、
③社会と科学技術イノベーション政策をつなぐ人材の養成及び確保

（２）科学技術コミュニケーション活動の推進

３．実効性のある科学技術イノベーション政策の推進
（１）政策の企画立案及び推進機能の強化
（科学技術イノベーション戦略本部（仮称）等）

Ⅳ．基礎研究及び人材育成の強化ⅣⅣ．基礎研究及び人材育成の強化．基礎研究及び人材育成の強化

Ⅴ．社会とともに創り進める政策の展開ⅤⅤ．社会とともに創り進める政策の展開．社会とともに創り進める政策の展開

（２）独創的で優れた研究者の養成
①公正で透明性の高い評価制度の構築、②研究者のキャリアパスの整備、
③女性研究者の活躍の促進

（３）次代を担う人材の育成

４．国際水準の研究環境及び基盤の形成
（１）大学及び公的研究機関における研究開発環境の整備
①大学の施設及び設備の整備、②先端研究施設及び設備の整備、共用促進

（２）知的基盤の整備
（３）研究情報基盤の整備

（２）研究資金制度における審査及び配分機能の強化
①研究資金の効果的、効率的な審査及び配分に向けた制度改革
②競争的資金制度の改善及び充実

（３）研究開発の実施体制の強化
①研究開発法人の改革（国の研究開発機関に関する新たな制度創設）
②研究活動を効果的に推進するための体制整備

（４）科学技術イノベーション政策におけるPDCAサイクルの確立
①PDCAサイクルの実効性の確保
②研究開発評価システムの改善及び充実

４．研究開発投資の拡充
官民合わせた研究開発投資の対ＧＤＰ比４％以上、政府研究開発投資の対GDP比

１％及び総額約２５兆円



政府における大型プロジェクトの位置付け①
第４期科学技術基本計画関係
「科学技術に関する基本政策について」に対する答申（平成２２年１２月２４日総合科学技術会議）

Ⅳ．基礎研究及び人材育成の強化

４．国際水準の研究環境及び基盤の形成

（１）大学及び公的研究機関における研究開発環境の整備

① 大学の施設及び設備の整備
＜推進方策＞
・ 国は、大学が中心になって進める科学研究の大型プロジェ

クトについて、研究者コミュニティーの議論を踏まえて、運
用段階も含めた推進計画を策定し、これを基本としつつ、客
観的かつ透明性の高い評価の実施の上で、安定的、継続的な
支援を行う。
・・・（略）・・・
また、プロジェクト開始後も不断の見直しを行い、より優

先度の高いプロジェクトに重点化するなど、資源配分の最適
化を図る。
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５ 学術研究の飛躍・発展
○共同利用・共同研究の推進
○学術研究の大型プロジェクトの推進（日本版「ロードマップ」の改訂等）
○海外との研究協力の推進（推進すべき分野の明確化等）
○人文・社会科学の機能の発揮、政策や社会の要請に応える研究の推進

「学術研究の推進について」（審議経過報告）【概要】
平成２３年１月２１日科学技術・学術審議会学術分科会

◇ 学術研究は独創的な成果を上げ高い評価を得るまでには長い時間を要するが、その成果は新しい価値を生み出し、人間
の可能性を拡大して、社会・経済・文化に広く大きなインパクトを与えるものであり、学術研究の意義を認識し、社会全
体でその振興に取り組むことが必要。

◇ 国においては、学術研究の基盤的なシステムの充実をはじめとして我が国全体の学術研究の振興に取り組むとともに、
各大学等においては、その主体性や独自性を発揮しつつ、それぞれ学術研究の推進に向けた取組の充実を求めたい。

３ 今後の学術研究の振興の方向性

○研究者の自主性と研究の多様性の尊重
・基盤的なシステムの充実、研究者の視点に立った研究

環境の整備、アカデミックポストをはじめとする若手
研究者のキャリアパスの構築

○戦略的な視点での学術研究の振興
・学術研究体制の在り方の検討、国際的な競争・協調の

ための戦略的取組、限られた資源の中での取組の改善

２ 現状と課題

○長期的な視点や明確なビジョンを
持った学術研究の推進

○国際社会においてイニシアチブを
発揮できる学術研究体制の整備

１ 学術研究の意義、特性等

○文化の発展や文明構築の基盤
○科学技術の推進や社会・国家発展の原動力
○学術研究の成果は人類共通の知的資産
⇒ 学術研究の推進を基盤として、人類社会

の課題解決に貢献していくことが必要

第１章 学術研究の現状・課題等と目指すべき方向

４ 優れた研究者の育成・確保
○大学院生が創造的な研究遂行能力を修得できる取組の推進（異なる専門分
野の複数教員の研究指導、研究室のローテーション等）

○大学院生や若手研究者に対する経済的支援の充実
○若手研究者のポストの確保（安定的なポストの整備、研究室の立ち上げ支
援、若手研究者の活躍を促進するための組織運営等）

第２章 学術研究の振興方策

１ 学術研究体制の整備
○各大学等の学術研究へのスタンスの明確化や個性・特色の発揮
○研究ネットワークの形成
○大学共同利用機関や日本学術振興会等の機能及び連携の強化

２ 学術研究への財政支援の充実
○基盤的経費の確実な措置
○科学研究費補助金の充実（新規採択率30％の確保、配分額の充実、

基金化による研究費の複数年度執行等）

３ 研究者の研究活動の推進のための環境整備
○研究環境の改善と研究支援体制の強化（競争的資金全体のルール

の見直し、テクニシャンやリサーチアドミニストレーターの配置、
RAの充実等）

○研究基盤の整備（研究施設・設備の整備、研究情報基盤の整備等） 17
６ 学術研究と社会との連携強化
○社会の課題解決のための異分野融合型研究の振興、産学連携の推進
○大学・研究者・学会等と社会との双方向のコミュニケーションの推進



政府における大型プロジェクトの位置付け②
「学術研究の推進について」（審議経過報告）（平成２３年１月２１日科学技術・学術審議会学術分科会）

５．学術研究の飛躍・発展

（２）学術研究の大型プロジェクトの推進

○ 学術研究の大型プロジェクトは、最先端の技術や知識を結集して、人類未踏の研究課題に挑み、世界の学術
研究を先導する画期的な成果を期するものである。こうしたプロジェクトは、大学等における研究を支え、多
様な研究分野や産業への波及効果を生み出すのみならず、国際的な競争と協調の中で我が国がリーダーシップ
を発揮して世界に貢献するとともに、国民に夢や希望を与えるものである。
このため、大型プロジェクトに一定の資源を継続的・安定的に投入していくことを、国の学術政策の基本と

して明確に位置付けることが必要である。

○ 他方、大型プロジェクトは、多くの物的・人的資源の投入を要するものであり、近年の厳しい財政状況を鑑
みても、長期的展望をもって、社会や国民の幅広い理解を得ながら、戦略的・計画的に推進する必要がある。
このような観点から、本分科会では、欧米の例も参考にしつつ、日本学術会議との連携により、大型プロジェ
クトの推進に関する基本構想として、大型施設計画（大型装置の整備を前提とする計画）と大規模研究計画
（多数の研究者が参加するネットワーク型の計画）を対象とした日本版の「ロードマップ」を策定した。
今後、これを踏まえ、専門家による客観的かつ透明性の高い評価を行いつつ、大型プロジェクトを推進して

いくことが必要である。

○ 学術研究の大型プロジェクトは、研究者の知的探究心に基づく主体的な検討と研究者コミュニティの合意形
成を基本としていることから、ロードマップをより成熟したものとしていくためには、日本学術会議との連携
のもとで、研究者コミュニティの意見集約やプロジェクトの評価の方法等を一層確立することが求められる。

○ また、今後は、日本学術振興会における学術研究動向の調査・分析機能等も活かしながらロードマップの改
訂を適時適切に行い、より戦略性の高い大型プロジェクトの推進に向けた検討を行うことが必要である。

さらに、施設・設備の整備費や運用費が一体となった予算枠の確保など、新たな予算措置方策の可能性も含
め、安定的・継続的な財政措置について検討を進めることが必要である。
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■ 人類の発展に貢献する真理の探究を目指すことを目的
として、研究者の知的好奇心・探求心に基づく主体的な
検討と研究者コミュニティの合意形成により構想されて
いるプロジェクト

■ 最先端の技術や知識を集約して人類未踏の研究課題に
挑み、ノーベル賞級の画期的な成果を期待するプロジェ
クト

■ 大学における研究・教育を支え、国民の科学への関心
を高め、国際的な競争と協調の中で我が国がリーダーシ
ップを発揮し、世界に貢献しうるプロジェクト

■ 数十億円以上の巨額な経費を要するプロジェクト

学術研究の大型プロジェクトとは
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大型プロジェクトの推進プロセス（これまで）

20

研究者コミュニティ

文部科学省

大学・大学共同利用機関等

科学技術・学術審議会

計画の検討、要求

財政措置

プロジェクトの事前評価

概算要求

検討

プロセスが国民
から見えにくい



大型プロジェクトの推進プロセス（これから）
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科学技術・学術審議会

研究者コミュニティ

文部科学省

大学・大学共同利用機関等

構想を集約

財政措置 プロジェクトの事前評価

日本学術会議 マスタープランを提言

透明性の高い
フィードバック・ループ

ロードマップを参考に、具体的なプロジェクトを検討

ロードマップを策定



ロードマップの策定により期待される効果

≫ ロードマップに基づき、大型プロジェクトを
長期的な展望を持って戦略的かつ計画的に推進

≫ 構想段階におけるプロジェクトも含めてオー
プンにすることで、国民・社会、研究者コミュ
ニティ、行政の間のコミュニケーションを促進

≫ 諸外国との効果的な情報交換の実施や役割分
担の明確化など、国際的な連携・協力を推進

22



今後の課題

■ ロードマップの精度向上

－ 研究者コミュニティの意見集約機能の向上
（分野の特性に応じたきめ細かな把握等）

－ 戦略性の向上（国内外における動向の調査
・分析に基づいた検討等）

■ 社会や国民とのコミュニケーションの強化

■ 安定的・継続的な財政措置の検討 等
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ご静聴ありがとうございました


